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川崎市恵楽園居宅介護支援センター 

    運 営 規 程  

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人 川崎聖風福祉会が運営する川崎市恵楽園居宅介護支援センター

（以下「事業所」という）が行う居宅介護支援事業（以下「事業」という）の適正

な運営を確保するために、人員及び運営管理に関する事項を定め、ご利用者が自立

した日常生活を送るための必要な居宅サービスが利用できるように、事業所の介護

支援専門員により作成する居宅サービス計画（ケアプラン）に基づき適切なサービ

スを提供することを目的とします。 

 

（運営方針） 

第２条 事業所は、ご利用者が要介護状態になった場合においても、そのご利用者が可能

な限り居宅において、その有する能力に応じ、自立した日常生活を営むことができ

るように居宅介護支援を行なうものとします。 

 

  ２ 事業所は、ご利用者の心身の状況、そのおかれている環境等に応じてご利用者の

選択に基づき、適切な保健・医療及び福祉サービスが多様な事業所から総合的かつ

効率的に提供されるよう配慮するものとします。 

 

    ３ 事業の実施にあたっては、ご利用者の意思及び人権を尊重し、常に利用者の立場

に立って、ご利用者に提供される指定居宅サービス等が特定の種類又は特定の居宅

サービス事業者に不当に偏ることのないよう、公正中立に行なうものとします。 

 

    ４ 事業の運営にあたっては、市町村、地域包括支援センター・地域の保健・医療・

福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとしま

す。 
  
  ５ 介護支援専門員の1人あたりの担当件数は49件以下とします。 
  
  ６ 事業者は、ご利用者の求めに応じ、いつでもサービス提供記録を開示いたします。

その際の実費費用は、ご利用者の負担とします。 

 

（事業所の名称等） 

第３条  事業所の名称及び所在地は次のとおりです。 

      （１）名  称    川崎市恵楽園居宅介護支援センター   

（２）所在地   神奈川県川崎市高津区下作延2丁目２６番１号 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 職員の職種、員数及び職務の内容は次のとおりです。 
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      （１）管理者      １名（介護支援専門員と兼務） 

          管理者は、事業所の職員の管理及び業務の管理を一元的に行うものとします。 

      （２）介護支援専門員  ３名 

          介護支援専門員は、ご利用者個々にケアプランを作成し必要な事業の提供に 
あたるものとします。 

      （３）事務職員      １名 
      事務職員は、介護支援専門員の補助の業務を行います。 
   （４）介護支援専門員１名あたりの利用者の上限 
      介護支援専門員１名あたりの利用者の上限は、49名とします。 
      (ケアプランデータ連携システム及び事務職員の配置をしているため) 
 
（営業日及び営業時間等） 

第５条 事業所の営業日、休業日及び営業時間は次のとおりです。 

      （１）営 業 日 月曜日から金曜日まで。 

      （２）休 業 日 土曜日、日曜日、国民の祝祭日。 

           １月１日から１月３日までと１２月２９日から１２月３１日まで 

                     の６日間。 

     （３）営業時間 午前８時３０分～午後５時００分まで。 
    ※営業時間外であっても、携帯電話により24時間常時連絡が可能な体制とします。 

 

（事業の実施地域） 

第６条 事業の実施地域は高津区と中原区・宮前区・多摩区の一部とします。 

 

（サービスの内容、報酬） 

第７条 事業所が提供するサービスの内容は次のとおりです。 

（１）ご利用者宅を訪問し、ご利用者及びご家族と面接し、その趣旨を充分に説明した

うえでサービス計画原案の作成を行います。 
      （２）居宅サービス計画を作成（変更）するときは、サービス担当者会議を開催または、

担当者に紹介等を行い専門的見地からの意見を聴取します。 
      （３）居宅サービス計画を作成したときは、内容についてご利用者または、ご家族に対

して説明し、同意を得ます。 
      （４）居宅サービス計画を作成したとき、計画書をご利用者及び居宅サービス等の担当

者に交付します。 

      （５）ご利用者が更新認定、区分変更等を受けた時は、サービス担当者会議を開催また

は、担当者に照会等を行い専門的見地からの意見を聴取します。 
      （６）サービスの実施状況の把握にあたって、ご利用者及びご家族、サービス事業者と 

の連絡は断続的に行うこととし、特段の事情がない限り月に１回以上ご利用者宅を 
訪問し面接し、モニタリングを行い、その結果を記録します。 

   （７）毎月利用票を作成してご利用者に同意を得て交付します。 
   （８）毎月提供票を作成しサービス事業者に交付します。 



3 
 

（９）ご利用者が介護保険施設へ入所する必要が生じた場合は、施設の紹介をし、連絡 
調整を行います。 

   （10）介護予防ケアマネジメント作成の委託を受けた際は、地域包括支援センターと連

携をとりながらケアプランを作成します。 
   （11）居宅サービス計画書に医療サービスを位置づける場合にあってはご利用者の同意

を得て主治医の意見を求め、主治医の指示がある場合に限りこれを行います。 
    （12）毎月月初めには、サービスの利用実績を確認し国保連合会に給付管理いたします。 
 
    ２．事業所が提供するサービスに対する介護報酬は次のとおりです。 

    （１）法定介護報酬 

      居宅サービス計画（ケアプラン）を提供した場合の介護報酬は、別表に定めると

おりです。全額保険請求としご利用者負担金はありません。 
      ただし、何かしらの理由でご利用者が介護給付を受けられなかった場合は 

全額自己負担とさせていただきます。 
（２）法定外介護報酬 

      第６条の事業の実施地域を越えて行うサービスに要した交通費は、公共交通機関

運賃相当額の実費を徴収します。自動車を使用した場合は、センターから半径５

ｋｍ以内：片道５００円、半径１０ｋｍ以内：片道１，５００円とします。 

          その他、前号の厚生労働大臣の定める基準に該当しない介護報酬は、実費を徴収し 
     ます。 

 
（契約書等書面の交付） 

第８条  事業所は、ご利用者がサービスの提供を受けるにあたり、ご利用者に対しサービス内

   容、報酬等重要事項を記した書面を提示し、ご利用者から記載内容について同意する旨

   の署名を受けたうえで、ご利用者へ書面を交付するものとします。 

 

（標識の掲示） 

第９条  事業所の見やすい場所に、営業日、運営規程の概要、職員の勤務体勢等、利用申込み

を希望される方のサービスの選択に資すると認められる事項を掲示するものとします。 
 

（秘密の保持） 

第10条 事業所は、職員に対し次の事項を厳守させるものとします｡ 

（１）職員は業務上知り得たご利用者または、ご家族の秘密を漏洩してはならないとし

     ます。  

（２）職員が退職した後においても、これらの秘密を厳守することを職員との雇用契

         約の要件とし、誓約書（就業規則の遵守）をとります。 
（３）サービス担当者会議等において、ご利用者やご家族の個人情報を用いる場合は、

予め文書により同意を受けておくものとします。 

   （４）個人情報保護法に基づき、個人情報の取扱いには充分注意いたします。 
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（身体拘束の禁止）  

第11条  事業所は、サービス提供にあたっては、ご利用者又は他のご利用者の生命又は 

身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他ご利用者の 

行動を制限する行為(以下、「身体的拘束等」という。) を行いません。 

２ 事業所は、やむを得ず前項の身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、 

その際の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記載すること 

とします。 

 

(虐待防止について) 

第12条  事業所は、利用者の権利の擁護・虐待の防止等のために「高齢者虐待防止・高齢者

の擁護者に対する支援等に関する法律」（平成１８年４月１日施行）に基づき、虐待の

早期発見ならびに国や地方公共団体が講ずる施策に則ります。 

２ 事業所はこの法律に定める通報をなす事が出来るものとし、その場合は秘密保持(義 

   違反を負わないものとします。 

３  事業所は、利用者の人権の擁護・虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行う 

ともに、従業者に対し研修を実施する等の措置を講ずるように努めます。 

 
（緊急時等における対応方法） 

第13条  災害時、サービス提供時に事故やトラブルが発生した場合は、速やかに対応責任者

に報告し、緊急・災害時対応マニュアルに添って行動します。 

（１）事故等の状況、取った措置を記録し保管します。 

（２）少なくとも医療機関を受診した場合は、市町村に報告をすることとします。 

 

 （事故発生時の対応） 
第14条 事故発生時には市町村、ご家族へ連絡を行い、必要な措置を講ずると同時に事故

原因を解明し再発防止のための対策を講じます。 
   また、事故の状況及び事故に際して採った処置について記録します。 
 
（苦情・相談・体制） 
第15条 サービスの提供等に係るご利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、 

必要な措置を講じます。 
２ 提供したサービス等に関し、市町村が行う文書その他の物件の提供若しくは 
照会に応じ及び市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を 
受けた場合は、当該指導又は助言に従って必要な改善を行います。 

  ３ 提供したサービス等に関する苦情に関して国民健康保険団体連合会が行う調査に 
協力するとともに、国民健康保険団体連合会からの指導又は助言を受けた場合は、 
当該指導又は助言に従って必要な改善を行います。 
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  ４ 提供したサービス等に関するご利用者からの苦情に関して、市町村等が派遣する 
者が相談及び援助を行う事業その他の市町村が実施する事業に協力するよう努めま 
す。 

５ 事業所は、社会福祉法第83条に規定する運営適正化委員会が同法第85条の規程に 
より行う調査又は斡旋に協力するように努めます。 

 

（職員研修） 

第1６条 事業所は、介護支援専門員の資質向上を図るため、研修の機会を設けます。 

      （１）採用時研修 採用２ヶ月以内 

      （２）法人内研修  年１回   事業所内研修  月１回 
      （３）その他必要に応じ、外部の研修会に積極的に参加させます。 
   （４）川崎市介護支援専門員連絡会に参加し情報の収集に努めさせます。 
  

 この規程の施行に必要な事項は、理事長が定めるものとします。 

 

付 則 

   
  この規程は、平成18年4月1日から施行します。 

この規程は、平成19年11月5日から施行します。 
この規程は、平成20年4月1日から施行します。 
この規程は、平成21年4月1日から施行します。 
この規程は、平成22年4月1日から施行します 

  この規程は、平成23年4月1日から施行します。 
この規程は、平成24年4月1日から施行します。 
この規程は、平成25年4月1日から施行します。 
この規程は、平成26年4月1日から施行します。 
この規程は、平成27年4月1日から施行します。 

  この規程は、平成28年4月1日から施行します。 
  この規程は、令和元年5月1日から施行します。 
  この規程は、令和 6年4月1日から施行します。 
  この規程は、令和 8年4月1日から施行します。  
  この規程は、令和 8年6月1日から施行します。 
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別表  （第７条第２項） 

 

法定介護報酬（１月につき）：令和６年４月改定 
 
原則として、ご利用者の負担はありません。 
しかし、何らかの理由で法定代理受領ができない場合は、一部または全額自己負担金が発生し

ます。 
 
介護報酬額 

要 介 護 度 基 準 単 位 介 護 報 酬 費 
要介護１・２ １０８６単位 １２,０７６円 

要介護３・４・５ １４１１単位 １５,６９０円 
要介護１・２（同一建物） １０３２単位 １１,４７５円 
要介護３・４・５(同一建物) １３４０単位 １４,９００円 
川崎市＝2級地   1単位につき11.12円 
 
 
介護報酬加算額 
加 算 項 目 加 算 単 位 介 護 報 酬 費 
初回加算 ３００単位 ３,２５２円 

特定事業所加算（Ⅲ） ３２３単位 ３,５９１円 
入院時情報連携加算（Ⅰ） ２５０単位 ２,７８０円 
入院時情報連携加算（Ⅱ） ２００単位 ２,２２４円 
退院・退所加算Ⅰ１ ４５０単位 ５,００４円 
退院・退所加算Ⅰ２ ６００単位 ６,６７２円 
通院時情報連携加算 ５０単位 ５５６円 
緊急時等居宅 
カンファレンス加算 ２００単位 ２,２２４円 

ターミナルケアマネジメ

ント加算 ４００単位 ４,４４８円 

川崎市＝２級地  1単位につき11,12円 
 
＊令和８年６月より国が定める制度に基づき職場環境改善の為、総報酬額に対し 2.1％の 

処遇改善加算を算定いたします。 

 
なお、介護報酬額、介護報酬加算は、介護保険等の関係法令に基づいて定められていますので、

関係法令の改正に伴い介護報酬金額等の改定がされた場合には、改正後の金額を適用させてい

ただきます。 


